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個人情報保護ポリシー 
 

東和システムは、情報産業の中核ともいうべきソフトウエア開発を事業としていることから、

個人情報保護や情報セキュリティに関して格別な社会的責務を負い、特に個人情報については特

別に厳格かつ適切な管理を行うことが事業のみならず、社会的貢献の基礎となるものと考えます。 

このため東和システムの役職員等が遵守すべき行動基準としての本「個人情報保護ポリシー」を 

定め、その遵守の徹底を図ることといたします。 
 

1. 個人に関する情報（以下「個人情報」といいます）の取り扱いについて、その管理責任者を設置し、 

適切な管理を行うために「個人情報保護マネジメントシステム-要求事項」（JIS Q15001:2006）に適合

した個人情報保護マネジメントシステムを制定し遵守します。 

2. 個人情報を収集する場合は、利用目的、個人情報を利用する範囲等を周知したうえで、必要な範

囲の個人情報を収集いたします。なお、本人の承諾を得た範囲以外の目的外の利用および第三者

への提供・開示等は一切行いません。 

3. 当社が、上記 2 における本人の承諾に基づき個人情報を他へ提供する場合には、提供先に対し

て本人の個人情報を漏洩や再提供等しないよう、契約により適切な管理を実施いたします。 

4. 本人が、本人自身の個人情報の苦情相談，照会，修正，削除等を希望される場合には、当社の 

下記連絡先までご連絡いただければ、手続のご案内とお預かりした情報の範囲でのすみやかな

対応をいたします。  

5. 当社の業務で取扱う個人情報に対するリスク（個人情報への不正アクセス、破壊、紛失、改ざん、

漏洩など）を認識し、確実に防止するため最善の予防及び是正に努め、厳正な管理の下で安全な

保管を行います。  

6. 当社は、個人情報に関する法令及び各種の規範を遵守します。  

7. 当社は、個人情報保護マネジメントシステムを経営環境に照らし合わせて適宜見直しを図り、 

継続的に改善を行います。  

附則：本ポリシーは、当社ホームページに掲載する他、社内掲示などを行いその周知徹底に努めます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
当社の個人情報の取り扱いに関する開示等要望や苦情・相談等の問い合わせ先 
 
  株式会社東和システム 管理部門総務部 苦情･相談担当 
 〒101－0052 東京都千代田区神田小川町３－１０ 

        電話番号：03-3294-1401 
        E-mail: info@towasystem.co.jp 
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当社において取り扱う個人情報について 

 

１． 当社が保有する個人情報について 

 

当社で取扱う個人情報は、殆どが当社役員･社員の個人情報でありますが、そのほかに、 

(1) 新卒予定者、SE･プログラマー･事務社員の募集に際して、採用に応募された方々の個人情報 

(2) 当社のソフトウェア開発業務にご協力をいただくパートナー会社社員の方々の個人情報 

(3) その他取引先、関係する会社の方々の個人情報等をお預かりしております。 

 

 
２.利用目的について 

 

当社では、お預かりした個人情報を以下のような目的で利用させていただきます。 

(1) 当社社員の人事管理等会社運営のため 

(2) 採用応募者への採用情報の発信、採用選考および採用業務管理のため 

(3) 契約の履行のため 

(4) 取引先情報管理、支払、収入処理 

(5) 商談、打ち合わせ、連絡等、業務上のご連絡のため 

(6) 当社施設の入退管理 

(7) お問い合わせ、またはご依頼などへの対応のため 

(8) その他、事前に同意をいただいた目的のため 

 

なお、事前に同意いただいている利用目的以外に、個人情報を利用する必要が生じた場合には、 

再度ご同意をいただき、利用させていただきます。 

ただし、法令その他の定めにより許される場合を除きます。 

 

３．第三者への開示・提供について 

 

当社では、以下のいずれかに該当する場合を除き、お預かりした個人情報を第三者へ開示または

提供いたしません。 

(1) 本人の同意をいただいている場合 

(2) 公的機関等から、法令に基づき開示・提供を求められた場合 

(3) 人の生命、身体または財産の保護のために必要な場合であって、本人の同意をいただくこと

が困難である場合 

(4) 利用目的の達成に必要な範囲で、個人情報の委託を行う場合 

 

４．個人情報の開示等の要求に関する手続きについて 

 


